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序‐１ 都市計画マスタープランの目的と役割 

住民に最も近い立場にある市町村が、その創意工夫の下に住民の意見を反映しながら、まち

づくりの具体性ある将来ビジョンを確立し、地区別のあるべき市街地像を示すとともに、地域

別の整備課題に応じた整備方針、地域の都市生活、経済活動などを支える諸施設の計画をきめ

細かくかつ総合的に定め、市町村自らが定める都市計画の総合的な指針としての役割を果たす

ものです。（都市計画運用指針） 

序‐２ 法体系における位置付け 

都市計画マスタープランは、都市計画法第１８条の２「市町村の都市計画に関する基本的な

方針」のことです。そして、東海市の総合的な指針である「東海市総合計画」と愛知県が広域

的な見地から定める「知多都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（知多都市計画区域マス

タープラン）」に即して策定するものです。また、立地適正化計画が都市計画マスタープラン

の一部としてみなされており、連携を図り策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

序‐３ 計画年次・目標年次 

本計画においては、概ね２０年後の都市の姿を展望しつつ、第７次東海市総合計画の目標年

次である令和１５年度（２０３３年度）を計画年次とし、２０年後の令和２５年度（２０４３

年度）を目標年次とします。

東海市総合計画 

 

本市における計画的な行政運営を進める上

での総合的な指針 

知多都市計画区域の整備、開発及び保全の

方針（知多都市計画区域マスタープラン） 

広域的見地から、愛知県が東海市を含む知

多都市計画区域の将来像を明確にするとと

もに、その実現に向けての道筋を明らかに

したもの 

東海市都市計画マスタープラン 

・本市の都市計画の総合的な指針であり、全体構想と地域別構想で構成 

・全体構想は、目指すべき将来像の実現に向けた個々の都市計画（将来の土地利用、

都市施設の整備等）の大きな方針（都市づくり全体の道筋）を明らかにしたもの 

・地域別構想は、市内を複数の地域に区分し、各地域の具体的なまちづくり方針を

明らかにしたもの 

 
東海市立地適正化計画 

都市全体の観点から、居住機能や医療・福祉等の都市機能の立地、公共交通等に

関する包括的なマスタープラン 



 

2 

＜社会経済情勢の変化・時代の潮流＞ 

近年の以下のような社会経済情勢の変化にも対応したまちづくりが求められています。 

① 生産年齢人口減少、超高齢社会の進行 

我が国の人口は平成２０年（２００８年）の１億２，８０８万人をピークに減少に転じており、特に

生産年齢人口（１５～６４歳）の減少は、労働力不足などの社会の活力低下の要因となります。 

さらに、令和１２年（２０３０）年には老年人口（６５歳以上）の割合が３割を超える見通しであり、

高齢者が意欲や能力に応じて力を発揮できる社会の実現が求められます。 

② 経済活動のグローバル化と大交流時代の進展 

経済活動のグローバル化・国際化の流れはコロナ禍においても変わることはなく、財・サービスの流

入を促し、ヒト・モノの交流を再活性させ、持続的な成長を維持させる都市づくりが求められます。 

③ 自然災害に対応した防災・減災と国土強靭化 

この地域では南海トラフ地震の発生が懸念されており、近年は大型台風の頻発化や風水害の激甚化が

深刻化しており、防災・減災に資する都市構造の改善や施設整備など、安全安心な暮らしの確保に向け

た都市づくりが求められます。 

④ 地球規模の環境・エネルギー問題の深刻化 

太陽活動の影響などの自然的要因とともに、化石燃料の消費による二酸化炭素濃度の増加といった人

為的な要因が考えられ、カーボンニュートラルなまちづくりなどの、資源・エネルギーの使用における

化石燃料の消費量を抑えた環境にやさしい都市づくりが求められます。 

⑤ 働き手・働き方の多様化 

少子高齢化の進行と人口減少による社会の活力低下に対し、時間や場所によらない柔軟な働き方の導

入やワークライフバランスの促進など、働き手や働き方の多様化が進むものと予想され、性別・年齢に

関わりなく希望する人が働ける環境整備が求められます。 

⑥ ソーシャル・キャピタルの育成と活用 

生活様式の都市化とともに地縁的つながりが希薄になるなか、地域防災力の強化に向けた共助の構築

や、良好な都市環境・都市景観の形成等、誰もが参加でき、地域を支える新たな社会的繋がりや協調行

動の基盤となる人間関係の構築が求められます。 

⑦ 公民連携、民間資本・ノウハウの導入 

都市に対するニーズを的確に捉えた公的なサービスを提供・維持する手法として、官民の役割分担の

見直しと都市づくりへの民間の資金やノウハウの積極的な活用が求められます。 

⑧ デジタル技術の進化がもたらすＳｏｃｉｅｔｙ５．０への変革 

ＡＩやＩｏＴの進化、ビッグデータの活用等によって、モノだけでなくサービスやビジネスモデルが

変革し、生活空間にもデジタル技術が浸透しつつあります。 

都市空間や様々な都市機能・サービスについても、サイバー（仮想）空間とフィジカル（現実）空間の

融合によって必要な情報が必要時に提供・活用される人間中心の超スマート社会の実現に向け、生活行

動や都市活動における価値観や様式の変化への対応が求められます。 

⑨ 感染症等によって加速するニューノーマルへの転換 

新型コロナウイルス感染症は短期間に全世界へと広がり、暮らしや経済活動に甚大な支障をもたらし

ました。今後も起こりうるあらゆる変化に対応し、人々が安心して暮らせる社会を実現するため、感染

予防と社会活動の回復を両立した「新しい働き方」や「新たな生活様式」への変革・定着を前提に、都

市の持続的発展に向けた積極的な取り組みが求められます。 

⑩ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の達成 

平成２７年（２０１５年）に国連サミットで採択された持続可能な開発目標であるＳＤＧｓは、世界

共通の理念に基づき令和１２年（２０３０年）までに達成すべき１７のゴールを掲げており、本市のま

ちづくりにおいてもＳＤＧｓの達成に向けた取り組みが求められます。 
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１‐１ 市の現況 

本市の人口、産業、都市基盤、自然環境、防災等の現況を整理します。 

 人口                                                              

 人口は愛知県平均を上回る伸びで、ここ２０年着実に増加している。 

 高齢者人口割合は年々増加し、郊外部の住宅団地や一部市街化区域内でも割合が高い地

区がある。 

 世帯数は年々増加し、特に単身世帯の割合が高く、増加傾向にある。 

 

図 人口の推移 

 

（資料：国勢調査） 

 

図 高齢者人口割合の推移 

 

（資料：国勢調査） 
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図 世帯人員数別世帯数比率の推移 

 

（資料：国勢調査） 

 

 産業                                                              

 製造品出荷額は長期的に見て増加しており、工業都市としての特徴を示す。 

 卸売業は一定の集積はみられるが、購買力は市外に流出している。 

 市内就業率は年々減少している。就業者は３次産業化が進展している。 

図 製造品出荷額の推移 

 

（資料：工業統計調査、平成２４年（２０１２年）、平成２８年（２０１６年）経済センサス活動調査） 
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図 卸売販売額の推移 

 

（資料：商業統計調査、平成２４年（２０１２年）、平成２８年（２０１６年）経済センサス活動調査） 

 

図表 産業別（大分類）就業者の推移（上）と就業者割合の推移（下） 

 

 

 

 

（資料：国勢調査） 
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 市街地整備                                                          

 市街化区域は拡大したものの、基盤整備中であるため人口定着に至っていない。 

 市街化区域の太田川駅周辺で人口は増加しており、市街化調整区域では荒尾町や加木屋

町など一部は増加しているが、人口が減少している地域が多く見られる。 

 市街化調整区域では、毎年一定の開発があり、ここ数年増加している。 

商業機能立地は、幹線道路沿道に広がりを見せている。東海町や元浜町の準工業地域で

は、住商工の混在が見られる。 

 生産緑地のうち約３割は特定生産緑地に指定されていない。 

 空き家は減少傾向にあり、平成３０年（２０１８年）で４，６７０件（全体の９．４％）

である。 

 

図 市街化区域面積と人口密度の推移 

 
（資料：都市計画基礎調査） 

 

図 開発許可状況 

 
（資料：東海市） 
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図 土地利用状況図（平成３０年（２０１８年）） 

 
（資料：都市計画基礎調査） 

 

表 特定生産緑地の指定状況 

                        Ｒ５．４月現在 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：東海市）  

指定面積
（㎡）

割合
指定面積
（㎡）

割合
指定面積
（㎡）

割合

220,734 153,124 69.4% 67,610 30.6% 38,552 57.0%

生産緑地面積
①＋②

特定生産緑地
①

左記以外
② ②のうち買取申

出のあった土地
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図 空家の動向 

 

 

 

 自然環境・地域資源                                                    

 市域東部は豊かな山林が広がり、臨海部沿いは農地が広がっている。 

 特に市街化区域内に文化財が多く点在している。 

494 452
375 370

319
232

156

0

200

400

600

2015

(H27)

2016

(H28)

2017

(H29)

2018

(H30)

2019

(R1)
2020

（R2）

実態調査後
中間実態調査の結果 空家数の推移

（
(戸)

令和２年度は中間実態調査の結果新たに156件の空き家等を把握したものです。 

（資料：空き家実態調査） 

図 文化財分布 図 法規制（農振法、森林法など）状況 

（資料：東海市） （資料：東海市） 
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 都市基盤                                                           

 都市計画道路の供用率は約９５％、公園は市民一人当たり１１．０㎡である。 

 下水道の普及率は約８７％であり、市域北部や加木屋南部などは未整備。 

 

図 都市計画道路の整備状況（令和４年（２０２２年）４月１日現在） 

 
（資料：東海市） 
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図 都市公園・緑地の整備状況（令和３年（２０２１年）４月１日現在） 

 
（資料：東海市） 
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 公共交通                                                           

 太田川駅の乗降者数が一番多く、各駅の推移は令和元年度（２０１９年度）までは概ね

横ばいか増加だった。令和２年度（２０２０年度）は新型コロナウイルス感染症等の影

響で大きく減少したが、令和３年度（２０２１年度）では増加傾向となっている。 

 路線バスは、コミュニティバス「らんらんバス」が、平成２８年度（２０１６年度）以

降１，０００人／日を超えていた。令和２年度（２０２０年度）は新型コロナウイルス

感染症等の影響で大きく減少したが、令和４年度（２０２２年度）には増加傾向となっ

ている。 

 

図 市内各駅の乗降客数の推移（一日平均） 

 
（資料：東海市） 

 

 

図 コミュニティバスの乗降客数の推移（一日平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：東海市） 
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 災害リスク                                                          

 市域の西部では、河川洪水による浸水や高潮浸水、津波の危険性があり、市内の丘陵地

では土砂災害や急傾斜地崩壊の危険性がある地区が分布する。 

 

 図 想定最大規模の降雨による洪水の浸水深 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※この図は、愛知県から公表されている「二級河川天白川水系扇川の洪水浸水想定区域」、「二級河川大田川水系大

田川流域の浸水予想区域」及び「二級河川信濃川水系信濃川流域の浸水予想区域」を重ね合わせた図面です。準

用河川や普通河川の洪水は表示していません。 

（資料：愛知県 令和３(２０２１).３.２６時点） 
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１‐２ 市民・事業者などの意向 

本市のまちづくりに対する市民の意向、事業者の意向を整理します。 

 市民アンケート調査                                                      

 まちづくり全体の満足度は、「幹線道路が充実している」「居住環境が良好である」「太田

川駅周辺に商業的なにぎわいがある」などが高くなっています。 

図 まちづくりにおける現状の満足度 

 

 

 今後のまちづくりへの重要度は、「災害に強い安心安全なまちである」「公共交通（電車

やバス）が便利で使いやすい」「商業施設が身近にあり日常生活で買い物がしやすい」な

どの割合が高くなっています。 

図 今後のまちづくりへの重要度 

 

現状の満足度 〔件数〕

項　　　目 高い
やや高

い
ふつう

やや低

い
低い 無回答 計 平均値

148 446 812 188 51 89 1734 3.27

184 453 696 170 72 163 1738 3.32

131 282 557 407 252 104 1733 2.77

33 148 868 325 111 252 1737 2.78

57 215 865 240 89 273 1739 2.94

155 424 581 307 153 114 1734 3.07

105 429 668 270 63 203 1738 3.16

79 346 810 254 76 173 1738 3.06

53 229 888 316 78 175 1739 2.91

40 243 713 406 140 199 1741 2.76

※平均値（高い・・5、やや高い・・4、ふつう・・3、やや低い・・2、低い・・1）無回答は除く。

　　複数回答は集計除外とした。

〔割合〕

項　　　目 高い
やや高

い
ふつう

やや低

い
低い 計

9.0% 27.1% 49.4% 11.4% 3.1% 100.0%

11.7% 28.8% 44.2% 10.8% 4.6% 100.0%

8.0% 17.3% 34.2% 25.0% 15.5% 100.0%

2.2% 10.0% 58.5% 21.9% 7.5% 100.0%

3.9% 14.7% 59.0% 16.4% 6.1% 100.0%

9.6% 26.2% 35.9% 19.0% 9.4% 100.0%

6.8% 27.9% 43.5% 17.6% 4.1% 100.0%

5.0% 22.1% 51.8% 16.2% 4.9% 100.0%

3.4% 14.6% 56.8% 20.2% 5.0% 100.0%

2.6% 15.8% 46.2% 26.3% 9.1% 100.0%

※無回答は除く。

5 1

※平均値（高い・・5、やや高い・・4、ふつう・・3、やや低い・・2、低い・・1）無回答は除く。 ※折れ線は平均値。

 居住環境が良好である

居住環境が良好である

幹線道路が充実している

公共交通（電車やバス）が便利で使いやすい

 緑地やため池などの自然環境が維持・保全されている

 災害に強い安心安全なまちである

 魅力的な景観がある

 幹線道路が充実している

 公共交通（電車やバス）が便利で使いやすい

 農地が維持・保全されている

 製造業や物流業などの産業の誘致が必要である

 商業施設が身近にあり日常生活で買い物がしやすい

 太田川駅周辺に商業的なにぎわいがある

高い←　　　　　　　　　　　　　平均値　　　　　 　　　　　　　　　　　→低い

項　　　目

 居住環境が良好である

 幹線道路が充実している

 公共交通（電車やバス）が便利で使いやすい

魅力的な景観がある

農地が維持・保全されている

製造業や物流業などの産業の誘致が必要である

商業施設が身近にあり日常生活で買い物がしやすい

太田川駅周辺に商業的なにぎわいがある

緑地やため池などの自然環境が維持・保全されている

災害に強い安心安全なまちである

 魅力的な景観がある

 農地が維持・保全されている

 製造業や物流業などの産業の誘致が必要である

 商業施設が身近にあり日常生活で買い物がしやすい

 太田川駅周辺に商業的なにぎわいがある

 緑地やため池などの自然環境が維持・保全されている

 災害に強い安心安全なまちである

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高い やや高い ふつう やや低い 低い

3.27

3.32

2.77

2.78

2.94

3.07

3.16

3.06

2.91

2.76

今後のまちづくりへの重要度

件数

460

213

661

138

140

505

141

238

695

221

564

3,976計

選択肢

居住環境が良好である

幹線道路が充実している

公共交通（電車やバス）が便利で使いやすい

農地が維持・保全されている

集計母数1,754名

製造業や物流業などの産業の誘致が必要である

商業施設が身近にあり日常生活で買い物がしやすい

太田川駅周辺に商業的なにぎわいがある

緑地やため池などの自然環境が維持・保全されている

災害に強い安心安全なまちである

魅力的な景観がある

無回答

26.2%

12.1%

37.7%

7.9%

8.0%

28.8%

8.0%

13.6%

39.6%

12.6%

32.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%
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47.8%

11.9%

16.4%

22.4%

22.4%

13.4%

11.9%

7.5%

A

B

C

D

E

F

その他

無回答

問9

 企業アンケート調査                                                      

 「大府ＩＣ」近くのＡ地区や西知多道路沿いのＤ、Ｅの意向が多くなっています。それ

らの地域での産業用地の確保が求められています。 

図 増設・移転候補地 

 

 

 事業者からは、「雇用・人材支援」「増設・移転への支援」「設備投資支援」など、ハード

面、ソフト面の両面の施策が求められています。 

図 自治体に期待する施策 

 

40.4%

9.3%

36.3%

9.6%

42.2%

10.7%

7.0%

0.7%

2.2%

0.4%

0.7%

7.0%

2.6%

1.1%

11.1%

30.0%

16.3%

3.7%

3.7%

増設・移転への支援

研究開発支援

設備投資支援

販路開拓支援

雇用・人材支援

企業連携支援

経営革新支援

知的財産・ブランド化支援

農商工連携支援

海外進出支援

観光支援

子育て支援

介護支援

余暇環境の整備・支援

通勤環境の支援

税制優遇

防災・BCP対策

その他

無回答

問13
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１‐３ 上位関連計画における都市づくりの方向性 

第６次東海市総合計画 後期計画 ［２０１９（Ｈ３１）～２０２３（Ｒ５）］ 

■東海市の将来像 

 

 

■五つの理念 

『安  心』 みんなが安全に、不安なく生活しているまち 

『快  適』 さまざまなサービスが便利に使え、気持ちよく暮らせる環境が整っているまち 

『いきいき』 一人ひとりが生きがいを持ち、充実した日々を送ることができるまち 

『ふれあい』 世代・立場・地域などを越えた交流が活発で、人々が支え合っているまち 

『活  力』 農業・工業・商業が盛んで、活気のあるまち 

■将来人口 

令和５年（２０２３年）：１１６，０００人 

 

図 土地利用構想図 

 

ひと 夢 つなぐ 安心未来都市 

第７次総合計画の内容に差し替えます。 
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知多都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（知多都市計画区域マスタープラン） 

［愛知県２０１９（Ｈ３１）．３］ 

■基本理念 

 

 

 

 

■都市づくりの目標  

① 暮らしやすさを支える集約型都市構造への転換に向けた目標 

② リニア新時代に向けた地域特性を最大限活かした対流の促進に向けた目標 

③ 力強い愛知を支えるさらなる産業集積の推進に向けた目標 

④ 大規模自然災害等に備えた安全安心な暮らしの確保に向けた目標 

⑤ 自然環境や地球温暖化に配慮した環境負荷の小さな都市づくりの推進に向けた目標 

 

■区域区分の方針 

□目標年次における市街化区域の規模 

人口については、令和２年（２０２０年）頃にピークに達しますが、世帯数は今後も増加する

見込みです。現在の市街化区域に収容できない世帯に対応するため、新たな住居系市街地が必要

です。また、産業については、県内総生産は今後も増加する見込みであり、新たな産業系市街地

が必要です。 

市街化区域面積（ha） 

 
令和１２年 

（２０３０年） 
（目標年次） 

尾張広域都市計画圏 ７４，５０８ 
 知多都市計画区域 １４，０２６ 

※令和１２年（２０３０年）の市街化区域面積は、平成３１
年（２０１９年）の区域区分の総見直し時点における市街
化区域面積であり、保留するフレームに対応する面積は含

まれていません。 

 

【参考】保留する人口フレーム 

（平成３１年（２０１９年）の区域区分の総見直し時点） 

尾張広域都市計画圏（尾張・名古屋・知多） 

人口フレーム 
保留する人口（千人） 

２１．９ 

 

【参考】保留する産業フレーム 

（平成３１年（２０１９年）の区域区分の総見直し時点） 

尾張広域都市計画圏（尾張・名古屋・知多） 
産業フレーム 

保留する面積（ha） 
８４１ 

広域交流拠点や地域特性を活かした特色ある産業が充実し、 

魅力ある暮らしを支える都市づくり 

図 将来都市構造図 
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東海市立地適正化計画 ［令和４年（２０２２年）３月］ 

■目標年次 

・令和２３年度（２０４１年度） 

 

■目指す都市の姿 

 

 

■本市の目指す都市の姿実現のための考え方 

・子育て世代が住み続けたくなるまち 

・高齢者が便利でいきいきと暮らせるまち 

・全ての世代が安心安全で快適に暮らせるまち 

・コンパクト+ネットワークによるまちづくり 

 

■都市の骨格構造 

・鉄道沿線の拠点を公共交通軸で接続するとと

もに、(都)名古屋半田線等を関連付けた地域

生活軸で接続 

 

■居住誘導区域 

□誘導施策等 

●公共交通の利便性向上 

●住宅供給の促進 

●住みよいまちづくりの推進 

□居住誘導区域外の対応 

 

■都市機能誘導区域 

□都市拠点都市機能誘導区域の誘導施策等 

・市の玄関口、市民生活の中心にふさわしい、賑わいと魅力ある空間形成に取り組むことを踏ま

え設定（ホテルや公共施設等を利用したコンベンション（会議、イベント等）の開催、オープ

ンカフェ等の道路空間の有効活用） 

□保健医療福祉拠点都市機能誘導区域の誘導施策等 

・新駅の整備を契機としたまちづくりに取り組むことを踏まえ設定（新駅駅舎、駅前広場の整備、

（都）養父森岡線等の幹線道路整備、シルバーハウジング整備（市営住宅の建て替えにあわせ

て）、福祉機能向上や住民交流等のための施設整備、商業施設の立地促進等） 

□都市機能誘導区域外への対応 

・都市計画マスタープラン等での整備方針等に基づく、拠点機能の維持・充実 

・地域公共交通網基本構想・形成計画、総合戦略に基づく、公共交通機能の維持・充実 

駅を中心とする拠点を公共交通がつなぎ、歩いて暮らせるまち 

図 都市の骨格構造 



 

18 

１‐４ 都市づくりの基本的課題 

本市の現況整理や上位関連計画におけるまちづくりの方向性、市民の意向調査、社会経済情

勢の変化・時代の潮流を踏まえ、課題を整理し、都市づくりの基本的課題を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

課題の整理 

■住環境の充実 

都市基盤整備された住宅地や郊外部の住宅団地などで

は、これまで築いてきた社会資本ストックなどの維持・活

用を図りつつ、緑化の促進など、住環境の充実を図ること

で、ニューノーマル時代にも対応し、住み続けられる住宅

地を確保することが必要です。 

■豊かな自然環境の保全と活用 

カーボンニュートラルの実現、都市環境や景観の向上、

防災性の維持・向上を図るためには、本市に残された丘陵

地の緑地帯、緩衝緑地やまとまりのある農地などの自然

環境の保全と活用を図ることが必要です。さらに、やすら

ぎと潤いある生活環境の創出に向け、市街地内を流れる

河川などの保全と活用を図ることが必要です。 

■安心・安全で快適な暮らしの確保 

未整備地区における生活インフラの充実や災害リスク

に対する被害を軽減・防止する取組み、エコプロムナード

の整備など、安心で安全な暮らしや市民の健康な暮らし

を支える都市基盤整備を進めることや市街地内に残る都

市的低・未利用地の住宅地化、歴史文化資源などの地区特

性を生かした魅力あるまちづくりを進めることで、人口

増や都市機能の集積を高めることが必要です。 

■自家用車に過度に頼らない暮らしの実現 

超高齢社会への対応、カーボンニュートラルの実現の

ため、充実した都市基盤（鉄道駅など）を活用するととも

に、公共交通の利便性の向上や新技術の導入などにより、

自家用車に過度に頼らなくても移動しやすい暮らしの実

現が必要です。 

■持続的発展を支える都市活力の創出 

都市としての活力を維持し、持続的な発展に向け、都市

の成長を支えてきた既存産業の維持・高度化を図るとと

もに、広域交通体系整備のインパクトを生かした次世代

産業などの新たな産業の誘導など、さらなる都市活力の

創出に向けた取り組みが必要です。 

■にぎわいのある拠点づくり 

太田川駅周辺や加木屋中ノ池駅周辺は、本市全体の都

市の拠点として重要な役割を果たします。周辺住民の広

域的な交流のため、都市機能を維持・充実させ、地域・事

業者とともに、魅力のあるにぎわいの場を形成すること

が必要です。 

新たな課題設定の項目 

 

 住環境の充実 

自然環境の保全・活用 

安心・安全の確保 

にぎわいづくり 

産業の活性化 
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住環境の充実 

満足度 低●●●●●高 
① 都市基盤（道路網・駅前広場など）の整備が遅れている地区がある。 

重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●●●●高 ② 都市計画道路の歩道は整備されてきているが、エコプロムナード 
（※１）などの整備が遅れている。     ※１ 花・水・緑の基幹軸 重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●●●●高 
③ 既存の住宅地や新たな市街地において緑地が不足している。 

重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●●●●高 ④ 現在整備している加木屋中ノ池駅周辺において、商業施設や住宅地
を引き続き整備を進める必要がある。 重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●●●●高 
⑤ 道路、橋りょうなどの都市施設の老朽化が始まっている。 

重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●●●●高 
⑥ 既存の住宅地に狭あい道路が多いため空き家、空き地が残っている。 

重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●●●●高 
⑦ 市街化区域内に田畑などの都市的低・未利用地が多くある。 

重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●●●●高 ⑧ 新たな時代に対応した公共交通への新技術活用の検討が必要であ
る。 重要度 低●●●●●高 

自然環境の保全・活用 

満足度 低●●●●●高 ⑨ 地球温暖化に対応するため、カーボンニュートラルの実現を目指す
必要がある。 重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●●●●高 

⑩ 日常生活において水辺空間に親しめる場所が少ない。 
重要度 低●●●●●高 

安心・安全の確保 

満足度 低●●●●●高 
⑪ 治水計画において河川・雨水排水施設の未整備区間が残っている。 

重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●●●●高 ⑫ 市街化区域内で災害対策（高潮、浸水など）の基盤整備ができてい
ない地区がある。 重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●●●●高 

⑬ 緊急車両の通れない地区が残っている。 
重要度 低●●●●●高 

にぎわいづくり 

満足度 低●●●●●高 
⑭ 太田川駅周辺において広域的な交流をする施設が不足している。 

重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●●●●高 
⑮ 買い物など日常生活に不便な地区がある。 

重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●－●●高 ⑯ 市内の拠点となる地区に公共施設（市民館、敬老の家、児童館など）
が集約されていない。 重要度 低●●－●●高 

産業の活性化 

満足度 低●●●●●高 
⑰ 渋滞により企業活動に影響が出ている。 

重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●－●●高 
⑱ 既存産業の用地が不足している。 

重要度 低●●－●●高 

満足度 低●●●●●高 
⑲ 広域交通体系を生かした土地利用が進んでいない。 

重要度 低●●●●●高 

満足度 低●●●●●高 ⑳ 地域資源を活用したにぎわいづくりやシティプロモーションが不足
している。 重要度 低●●●●●高 

【共通課題】 

ＳＤＧｓへの貢献 協働・共創の取り組み 

都市づくりの基本的課題 
市民アンケート結果 

満足度：平均値を４段階評価 

重要度を５段階評価 
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